	金型製造業


2017年まで生産は堅調に推移していたが、18年に入って需要にかげりがみられるようになった。現在は当面の受注確保はできているものの、コストの上昇などにより利益が圧迫される中、受注残の減少などから先行きへの不安感もみられる。
こうした中で、受注確保には顧客からの低価格、短納期に加え、高精度、高難度など高度化する技術的要求への対応が一層必要となっており、高性能機械設備の有効活用とともに、将来を見据えた若手人材の確保と育成による能力向上が特に大きな課題となっている。
業界概要　
金型とは、材料のもつ塑性や流動性などの性質を利用して、同一形状の工業部品や製品を大量に成形加工するのに利用される型の総称であり、加工する素材や加工方法に応じてプレス用、鍛造用、プラスチック用、鋳造用、ダイカスト用、ゴム用、ガラス用、粉末冶金用に大別される。
18年の金型の生産金額の品目別の割合をみると、「プレス用」39.0％、「プラスチック用」32.6％と、これら両用途向けが多い（経済産業省『2018年生産動態統計年報　機械統計編』従事者30人以上の事業所）。
使用する金型の性能によって、作られる製品の品質、コスト、生産効率などが大きく左右されることから、金型はものづくりの根幹を支える重要な役割を担っており、マザーツールとも呼ばれる。
日本の金型製造業は戦後、特に昭和40年代以降の量産組立型産業の発展に伴って成長してきた。金型製造業は取引先との密接な関係を重視する傾向にあるため、大口ユーザーである自動車メーカーや電気・電子機器メーカーが多数立地する中部、関東、関西地域に集積が形成されてきたが、近年ではグローバル化が進み、国内外の企業との競争が厳しさを増している。
大阪の地位　
17年における大阪府の金属用及び非金属用金型・同部分品・附属品製造業は、事業所数390、従業者数5,681人、製造品出荷額等981億8,200万円であり、全国比はそれぞれ10.6％、7.2％、7.1％となっている（経済産業省『2017年工業統計表　地域別統計表　産業別統計表』従業者４人以上の事業所）。
品目別では、全国と同様にプレス用とプラスチック用の割合がともに高いが、大阪は他の主要産地である愛知、静岡、神奈川と異なり、出荷額ではプラスチック用がプレス用を上回っている〔経済産業省『2017年工業統計表　品目別統計表』従業者４人以上の事業所〕。
18年以降需要にかげり
17年までは生産は堅調に推移してきたが、18年に入って需要にかげりがみられるようになってきた。
ある企業では、リーマンショック前の顧客は３～４社で、一社当たりの売上比率は30％ほどだったが、リーマンショック後は顧客を増やし、景気の波の影響を分散するため、顧客一社当たりの売上比率を下げ、最近では高くても５％ほどとなっている。同社では、17年には断り切れないほどの受注量があったが、18年になって受注量が落ち着いてきた。19年に入っても同様で、自動車向けのほか、センサーなどの産業機器、医療機器向け金型の受注により、１月～７月の売上げは前年同期並みという。
電気・電子機器向けの多いある企業でも、18年10月くらいから受注残が減り始め、19年に入って一服感があるという。また別の企業でも、18年までは19年10月の消費増税前の駆込み需要を見越した増産体制構築に備えた自動車向けの受注が多かったが、19年は自動車メーカーが発注量を絞っており、一服感があるという。
　コストの上昇や受注単価の引下げが利益を圧迫
こうした中で、コストが上昇している費目もあり、利益を圧迫している。ある企業では1年前に比べて、放電加工用の銅などの電極材料や工作機械用の刃物の調達価格が５～10％、運送費が運転手不足を背景に、10％以上上がっている。その結果、直近期には増収であったが、増益にはならなかったという。
また別の企業では、自動車、家電、日用雑貨など幅広い分野向けの金型を製造しており、仕事は忙しいが、安定した受注を得ることが難しくなっている。発注側が相見積りでコストの低減を図るため、採算ギリギリの価格で見積りを出さざるをえず、受注単価も下がってきている。そのため、金型と違って手離れの良い金属加工の仕事も増やしているが、利益の確保が難しいという。
設備投資は継続的に実施
顧客からの低価格、短納期要求に加え、技術レベルの要求が高まる中で、保有する機械設備の能力向上が必要となっており、設備投資は継続的に行われている。ある企業では、顧客の求める一層の生産の効率化、加工難度の高い鋼材の成形への対応力を高めるため、大がかりな基礎工事を必要としたものの、金型テスト用の大型機械を導入した。また別の企業では、機械の調整時間や後工程の作業時間を短縮するため、面精度の高い加工のできるマシニングセンターを導入した。
困難な若手の人材確保と育成
採用は即戦力に頼らず、自社の風土に合う人材をじっくり育て上げたいという意向から、新卒採用を重視する企業が多い。こうした中で、若手社員採用の動きは活発化しているが、売り手市場のため、採用に苦戦している企業が多い。ある企業では５年前までは工科高校から新卒採用をしていたが、難しくなってきたため、大学新卒者の採用に切り替えており、今年はものづくりに関心のある芸術系学部の新卒者１名を、大阪新卒応援ハローワークを介して採用した。別のある企業では、かけた採用コストに見合う人材が確保できるかを重視しており、採用サイトは利用せず、総務担当役員が大学や高校などに出向いて求人活動を展開している。その結果、今年は大学の技術系学部の新卒者1名を採用した。
ベトナム人技術者が活躍している企業もみられる。ある企業では、将来の現地生産も視野に入れ、社長自らがベトナムに赴いて採用活動を行っている。
人材育成面にも課題がみられる。ある企業では現在は40歳代の社員が主力であるが、新卒入社後に一人前の戦力となるには８～10年を要する。特に金型の三次元局面を手仕上げで加工する社内のベテランの技能レベルが、韓国や中国などの海外製金型との競争優位性の源泉であり、技能継承が重要となっている。現在若年層が薄いため、20年後を見据えると、若年層を厚くしていく必要がある。入社後の定着率向上のため、仕事のやりがいを感じさせ、成果を認める人事施策や福利厚生面の充実、従業員満足度の向上に注力している。
　別のある企業では、社員数が増えて仕事の分業化が進む中、業務の効率が優先され、多能工化が難しくなっていることや、能力向上には失敗や問題解決の経験が重要であるが、先輩社員が後輩社員に仕事を任せる余裕がなくなってきていることが課題となっている。
　競争力強化に向けた取組
こうした状況の中で、各社は競争力強化に向けた取組を推進している。ある企業では、顧客満足度の向上を重視しており、顧客からの苦情をゼロにすることを目標に、売上げよりも顧客からの苦情対応を優先している。その理由は、同じ苦情を再び出さない仕組みを作るなど、苦情対応の優劣が次の受注につながるからである。
また、ある企業では、生産現場で起こった問題をその都度設計にフィードバックするとともに、現場の生産能力向上に努めている。中小企業診断士を招いて、現場の生産性を下げている要因を社員全員で出し合って、その要因をひとつずつ潰して改善を進める勉強会を、社員教育として始めている。
別のある企業では、顧客のメーカーが製造部門を縮小したことに伴って金型に関連する仕事の受注が急増した。しかし、自社内ですべてをこなせない中、ワンストップでこうした受注に対応していくため、外注先などのサプライチェーンの構築に取り組んでいる。また同社では得意の加工技術を活かし、顧客の困りごとを解決するソリューション提案型の企業を目指しており、金型での成形加工上のネックとなっている様々な問題を解決する技術開発に、公設試験研究機関や大学などとも連携して積極的に取り組んでいる。
今後の見通し
今年10月の消費増税などにより、しばらくは厳しい状況が続くとみられており、受注残が減る中、先行きへの不安感を高める企業もある。
自動車向け金型を製造するある企業では、消費増税後の消費動向を自動車メーカーが見極めるため、19年の下半期から20年にかけては厳しいが、21年になれば再び受注は上向くとみている。電気・電子機器向けが主力のある企業では、今年一杯くらいは、消費税率も上がるので、足踏みが続くが、来年初頭からは東京オリンピック開催による４Ｋや８Ｋといった高解像度の映像機器の需要拡大や、第５世代移動通信システム（５Ｇ）などにも動きが出て、春頃には景気は回復するのではないかとみている。
また別の企業では、仕事の引合いが少なくなり、受注残が減ってきている中、米中貿易摩擦により、中国での生産が停滞すれば顧客が投資を控えるようになり、さらに状況が悪化するのではないかと懸念している。
　　　　（須永　努）
※前回の調査時期は、2014年４～６月期
金属用及び非金属用金型・同部分品・附属品製造業の製造品出荷額等の上位府県の状況（2017年）
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愛　知 583 15.8 14,550 18.5 270,740 19.7

静　岡 236 6.4 5,713 7.3 103,383 7.5

大　阪 390 10.6 5,681 7.2 98,182 7.1

神奈川 213 5.8 4,940 6.3 94,158 6.9

岐　阜 156 4.2 3,475 4.4 63,106 4.6

千　葉 64 1.7 2,007 2.6 61,241 4.5

長　野 133 3.6 2,649 3.4 56,098 4.1

全　国 3,695 100.0 78,675 100.0 1,373,498 100.0
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資料：経済産業省『2017年工業統計表　地域別統計表　産業別
統計表』
（注）製造品出荷額等は2016年で500億円以上の府県。
従業者４人以上の事業所。
　　　　　金型の生産金額の推移（全国）
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（百万円）前年比（％）
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資料：経済産業省『生産動態統計年報　機械統計編』『生産動態
統計月報』
（注）従事者30名以上の事業所。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業種別景気動向調査　2019（令和元）年4～6月期
大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター

